
令和２年度主な施策等一覧（防災危機管理局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 災害救助基金の設置 1,900,000 1

避難所開設キットの配備 22,000 2

拡 充 地域強靱化計画の改定 1,500 3

災害対策本部移設工事 224,671 4

災害用食糧等の備蓄 157,298 5

地区防災カルテを活用した防災活動の推進 30,388 6

東海豪雨20年事業 1,000 7

被災地域への支援、交流事業 63,514 8
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （新規）災害救助基金の設置 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，９００，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、災害救助法に基

づく救助実施市の指定を内閣総理大臣から受けたことに伴い、

災害救助法第２１条第１項に規定する費用の支弁の財源に充て

るため、名古屋市災害救助基金を設置するもの。  

(1) 救助実施市の指定日 

令和元年１２月２日 

(2) 救助実施市の効力発生日 

令和２年４月１日 

 

 

２ 内容 

災害救助法に基づく避難所運営や応急仮設住宅の供与等の応

急救助の費用の支弁の財源に充てるため、法令上必要となる最

少積立額を踏まえ１９億円を基金として積み立てる。 

 

 

（参考）救助実施市について 

平成３０年６月に災害救助法の一部が改正され、相応の災害

対応能力を持つ指定都市を、都道府県と同様に法に基づく救助

の実施主体に指定できる「救助実施市制度」が創設された。   
担 当 課 危機管理企画室           電話９７２－３５２３ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （新規）避難所開設キットの配備 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２２，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  避難所開設時に最低限必要となる物品を集約した避難所開設

キットを配備することにより、すみやかな避難所開設及び避難所

運営の支援を図る。 

 

２ 配備場所 

  全指定避難所 

 

３ 主な配備内容 

(1) ビブス 

(2) 文房具（鉛筆、定規、用紙、カッターなど） 

(3) 養生テープ 

(4) 懐中電灯 

 

４ 活用方法 

  避難所開設キットを活用し、より実践的な訓練を実施するとと

もに、避難所の特性などに応じた物品を住民が主体的に検討する

ことで、自主運営の意識の定着を図る。 

担 当 課 地域防災室            電話９７２－３５９１ 

 

 



－３－ 

 

令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）地域強靱化計画の改定 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

国において国土強靱化基本計画が見直されたことに伴い、

「名古屋市地域強靱化計画」について、愛知県の動向を踏まえ

つつ計画の見直しを実施する。 

 

 

２ 内容 

名古屋市の強靱化に関する施策を総合的、計画的に推進する

指針として、推進すべき施策の方針及び優先的な取り組み事項

などを改定する。 

 

 

３ スケジュール（予定） 

令和２年４月～ 改定内容検討 

秋頃  改定案の作成 

パブリックコメントの実施 

令和２年１２月 地域強靱化計画の改定 

 

担 当 課 危機管理企画室           電話９７２－３５２３ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）災害対策本部移設工事 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２２４，６７１千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  市役所東庁舎８階の災害対策本部について、大規模災害への対

応に必要な規模と迅速な意思決定を図るための情報共有機能等

を確保するため、東庁舎１階へ移設するとともに、設備の増強を

行う。 

 

２ 工事内容 

 (1) レイアウト変更に伴う庁舎改修 

 (2) 既存設備の移設・増強 等 

 

３ 主な災害対策スペースの面積 

区 分 移設前 移設後 

災害対策本部室 ９６㎡ １４６㎡ 

情報センター ７２㎡ ２１４㎡ 

 

４ スケジュール（予定） 

  令和元年度  工事（災害対策本部室等） 

  令和２年度  工事（情報センター等） 

  令和２年度中 運用開始 

担 当 課 危機対策室            電話９７２－３５２２ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）災害用食糧等の備蓄 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １５７，２９８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋市災害対策実施計画に基づき、引き続き、指定避難所や

備蓄倉庫等において災害用食糧等の段階的な充実を図る。また、

 飲料水については、一時的な断水や発災直後の混乱への対応等を

目的とし、現在配備されていない津波浸水想定学区以外の指定避

難所へも配備を行う。 

 

２ 令和２年度配備 

(1) 対象区 

区 分 増 量 更 新 

食 糧 中村、瑞穂、緑（※１） 中村、瑞穂、熱田、緑 

飲料水

千種、東、北、西、中村、

中、昭和、瑞穂、熱田、

南、守山、緑、名東、 

天白（※２） 

中村、瑞穂、熱田、緑 

（※３） 

 ※１ 津波浸水想定がなく、洪水浸水想定のある学区 

 ※２ 津波浸水想定学区以外 

 ※３ 津波浸水想定学区 

 

(2) 令和２年度の購入量及び年度末備蓄量 

区 分 購入量 年度末備蓄量 

食 糧 約４２万食 約１７５万食

飲料水 約１６．０万  約２９．７万  

※ その他、紙おむつ、生理用品等を購入予定 

担 当 課 地域防災室            電話９７２－３５９１ 
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 
（拡充）地区防災カルテを活用した 

防災活動の推進 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３０，３８８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  地形や災害リスクなどの地域特性や地域における防災活動の

状況など、地域防災に関する各種情報を整理した「地区防災カル

テ」を活用し、よりきめ細かな防災活動を推進する。 

 

２ 主な事業内容 

(1) カルテを活用した地域との話し合い 

  ・ 課題の洗い出し 

  ・ 地域避難行動計画 

(2) 地域特性に応じた防災活動の支援 

  ・ 指定避難所開設・運営訓練 

  ・ 宿泊型訓練 

  ・ 各種講習 

 

＜地区防災カルテを活用した防災活動の推進イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 地域防災室            電話９７２－３５９１ 

 

 

地域との話し合い 地域特性に応じた防災活動
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令和２年度主な施策等一覧 
防災危機管理局 

事 項 （拡充）東海豪雨２０年事業 草案頁 ３５頁 

予 定 額 １，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  本市に甚大な被害をもたらした東海豪雨から２０年の節目を

契機として、東海豪雨を始めとした、近年激化する豪雨災害から

得た教訓を啓発することで、災害記憶の風化を防止するととも

に、市民の防災意識の醸成を図る。 

 

 

２ 事業内容 

 (1) 時期 令和２年９月頃（予定） 

 (2) 内容 ・講演会 

      ・パネル展示 等 

 

担 当 課 危機対策室            電話９７２－３５２６ 
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令和２年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）被災地域への支援、交流事業 草案頁 ３５頁 

予 定 額 ６３，５１４千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  東日本大震災における被災地の復興のため、引き続き陸前高田

市への職員派遣をはじめとした様々な分野での支援を進める。 

また、両市の関係をこれまでの支援中心の関係から友好都市間

の交流関係へと一層発展させるため、奇跡の一本松後継樹の植樹

に合わせた交流イベントの開催や市民交流団の派遣などの事業

を展開する。 

 

２ 主な内容 

(1) 職員派遣 

職務に精通した職員を派遣し、陸前高田市の復興を支援 

(2) 産業支援 

陸前高田産品の販路開拓を図るなど、現地企業を支援 

(3) 医療支援 

看護の中核的人材の育成を図るなど、陸前高田市の地域医療

を支援 

(4) 交流支援 

友好都市交流イベントや市民交流団の派遣など、友好都市協

定に基づく両市間の交流を推進 

(5) 報告会等 

被災地派遣職員による講演会や行政丸ごと支援を振り返る

シンポジウムの実施など、本市の被災地域支援を通じて得られ

た経験や教訓などを市民等に伝える取り組みを実施 

 

 

 

担 当 課 危機対策室            電話９７２－３５８５ 
 

 


